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資   金   量（兆円） 45.5 62.1 
使用総資本利益率（ROA，％） ▲ 0.3 0.2 
普通株資本利益率（％） ▲ 9.3 4.0 
































 (1) 収益の激減 
 まず，バブル崩壊後 1990 年代以後における日本の銀行の収益構造を概観しておこう。日銀
資料により，都長銀の収益が 1990 年代以後どういう推移をたどっているかを見る。図表２に
よると，収益合計は 1990年度をピークに下降の一途をたどり，ピーク時の 45.4兆円から，2001
年度 13.8兆円へと下落し，ピーク時を 100として 30.3まで，つまり収益は約７割減少した。 
 













同じ時期，90 年 3 月末から 2002 年 3 月までの間に資産合計は 78％になっている。資産の落
ち込みは 20％強であるのに，収益の落ち込みが 70％ということは，いわば回転率は大幅に落
ち込んでいることを意味する。都銀 10行の回転率（＝経常収入÷資産合計前当期平均，なお経常収
入は「経常収益－その他の経常収益」である）は，90年度の 7.1％から 2000年度の 2.6％まで，つ
まり約 37％にまで下落している。 
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図表 3 都市銀行の収益構造 
 
年 度 平 均 86－90年度 91－95年度 96－00年度 
経 常 収 益 合 計 100.0% 100.0% 100.0% 
資 金 運 用 収 益 87.3% 86.2% 72.0% 
役務取引等収益 2.8% 3.2% 5.3% 
信 託 報 酬 0.3% 0.4% 0.4% 
特 定 取 引 収 益 0.0% 0.0% 1.0% 
その他業務収益 4.9% 3.6% 5.8% 
その他経常収益 4.7% 6.6% 15.6% 
経 常 費 用 合 計 100.0% 100.0% 100.0% 
資 金 調 達 費 用 81.5% 68.5% 42.6% 
役務取引等費用 1.0% 1.2% 1.8% 
特 定 取 引 費 用 0.0% 0.0% 0.1% 
その他業務費用 3.0% 1.9% 2.9% 
営 業 経 費 11.5% 13.3% 17.5% 
その他経常費用 3.0% 15.0% 35.1% 
経 常 利 益 8.5% 1.0% -7.6% 
特 別 利 益 0.6% 0.8% 2.6% 
特 別 損 失 0.8% 0.7% 1.6% 
税引前当期利益 8.3% 1.1% -6.5% 
法 人 税 等 4.3% 1.7% -0.5% 
当 期 利 益 4.0% -0.6% -6.0% 
 
（注 1）経常利益より下段の比率は対経常収益合計比である。 
（注 2）都銀 10 行（一勧，さくら，富士，東京三菱，あさひ，三和，住友，大和，東海，北拓）の合計数値。なお，
さくら銀行の数値は 1990年 3 月期以前の数値は旧三井銀行のみの数値であり，東京三菱銀行の数値は 1996 年
3月期までは三菱銀行のみの数値であり，あさひ銀行の数値は 1991年 3月期以前は旧協和銀行のみの数値であ
る。北拓は破綻以前すなわち 1997年 3月期までの数値である。 









都銀 10行の営業経費は，80年度 0.7兆円，85年度 1.9兆円から 90年度 2.7兆円へと急増し
ている。人件費，物件費共に急増したのである。このようなバブル期の固定費急増がバブル崩
壊期の銀行経営を圧迫している。 
 (3) 不良債権処理のための「益出し」 
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        図表 4 都銀 10行の異常項目     （単位：兆円．％） 
 
 91－95年度平均 96－00年度平均 
 金額 構成比 金額 構成比 
営 業 経 費 3.06 － 3.15 － 
そ の 他 経 常 費 用 3.45 100.0 6.32 100.0 
貸倒引当金繰入額 1.10 31.9 2.29 36.2 
貸出金給付金償却 0.21 6.0 1.08 17.1 
株 式 等 売 却 損 0.02 0.5 0.27 4.2 
株 式 等 償 却 0.38 11.1 0.71 11.3 
金銭の信託運用損 0.02 0.5 0.02 0.4 
事 業 税 0.09 2.5 0.01 0.1 
その他の経常費用 1.64 47.5 1.93 30.6 
 
（注 1）データの継続性を重んじるなら，95年度までの数値に東京銀行のそれを加え，全年度の北拓の数値を控除すべ
きだが，例えば営業経費についてこれを行うと，91-95年度平均は 3.08兆円，96-00 年度平均は 3.13兆円とな
るが，大勢に影響はないので調整はしない。 




「その他経常収益」が 80年代後半の 4.7％から，90年代前半の 6.6％，そして後半の 15.6％へ
とその割合を急激に高めている。だが，その内訳を見れば分かるように，できるだけ利益を圧
迫しないようにという配慮から行われた「益出し」の結果である。すなわち，都銀 10 行のデ
ータをみると，91-95 年度平均 1.4 兆円，96-2000 年度平均 2.4 兆円の「株式等売却益」が計
上されている。それでも，図表 3から分かるように，当期利益はマイナスとならざるを得なか
った。いわゆる赤字決算である。96-2000 年度平均の「株式等売却益」2.4 兆円が「その他経








 (4) 役務取引等収益の割合の上昇 
 なお，資金運用収益のなかでの貸出金利息の割合は，金利が急低下した 90 年代半ばまで銀






務粗利益」に占める割合は 1996-2000年度平均で 11％となっている（図表 5参照）。かけ声とは
裏腹にその割合は高まってはいない。 
 
図表 5 業務粗利益の内訳 
 
 86－90年度 91－95年度 96－00年度 
 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 
業 務 粗 利 益 36,613 100.0 52,016 100.0 55,926 100.0 
資 金 利 益 27,461 75.0 42,570 81.8 43,693 78.1 
役務取引等利益 4,608 12.6 5,515 10.6 6,165 11.0 
特 定 取 引 利 益 0 0.0 0 0.0 1,545 2.8 
その他業務利益 4,543 12.4 3,931 7.6 4,523 8.1  
（注）図表 3に同じ。 
 














   
 (5) コア業務純益の上昇・マージン率の改善 






















   コア業務純益＝業務純益－債券５勘定尻－一般貸倒引当金純繰入－信託勘定償却 
   債券５勘定尻＝国債等債券売却益＋同償還益－同売却損－同償還損－同償却 
 都銀 10 行の「業務純益」を「経常収入」（「経常収益合計」から「その他の経常収益」つまり株式
等売却益のような「益出し」操作と思われる「臨時収益」を控除したもの）で除した，いわば「マージ







   収益安定性＝付加価値／固定費 
   付加価値＝業務純益＋固定費 
   固定費＝人件費＋物件費＋租税公課 
 
３．都銀各行の収益力分析 







 営業経費／付加価値は，90年代後半，住友 49.8％，三和 50.8％の順であるが，改善率では 
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図表 7 各銀行の経営努力 
年 度 一 勧 さ く ら 富 士 東京三菱 あ さ ひ 三 和 住 友 大 和 東 海 北 拓 都銀合計 
営業経費／付加価値 
86－90 64.4% 71.3% 59.7% 57.2% 66.5% 55.6% 53.4% 66.6% 74.2% 75.0% 61.9% 
91－95 61.7% 69.1% 53.7% 54.6% 66.4% 50.1% 54.0% 70.1% 62.0% 74.9% 59.4% 
96－00 56.6% 60.9% 56.4% 53.9% 64.7% 50.8% 49.8% 65.3% 59.4% 65.9% 56.2% 
改善率 87.8% 85.5% 94.6% 94.3% 97.3% 91.4% 93.4% 98.0% 80.1% 87.8% 90.9% 
人件費／営業経費 
86－90 44.2% 49.1% 40.4% 41.9% 51.5% 45.9% 42.2% 53.7% 51.8% 50.6% 45.9% 
91－95 42.0% 49.9% 44.7% 40.0% 47.2% 42.0% 41.5% 48.8% 48.5% 51.9% 45.0% 
96－00 37.2% 41.6% 42.6% 42.0% 43.1% 41.9% 39.0% 43.8% 47.1% 48.8% 41.2% 
改善率 84.2% 84.7% 105.5% 100.1% 83.7% 91.2% 92.3% 81.7% 91.0% 96.5% 89.7% 
物件費／営業経費 
86－90 46.4% 42.1% 49.4% 48.3% 40.6% 44.1% 47.5% 38.4% 39.4% 42.0% 44.8% 
91－95 51.6% 42.7% 48.4% 54.0% 47.0% 51.1% 52.2% 45.2% 44.6% 41.8% 48.5% 
96－00 58.8% 48.6% 51.7% 53.1% 51.9% 52.7% 57.7% 53.1% 47.2% 45.3% 52.3% 
改善率 126.8% 115.6% 104.6% 110.0% 127.8% 119.4% 121.6% 138.3% 119.6% 108.1% 116.9% 
１店舗当たり従業員（人） 
86－90 49 42 46 49 34 45 43 42 40 30 43 
91－95 45 37 44 43 33 38 43 40 37 29 39 
96－00 42 35 41 45 32 37 40 37 34 27 40 
改善率 86.4% 83.7% 88.3% 92.9% 92.9% 80.6% 92.7% 89.8% 86.8% 89.1% 94.6% 
１店舗当たり総資本（億円） 
86－90 1,407 1,140 1,547 1,671 613 1,521 1,349 703 1,135 495 1,212 
91－95 1,317 925 1,456 1,427 652 1,386 1,377 742 1,046 505 1,106 
96－00 1,351 1,079 1,465 1,887 742 1,372 1,537 773 1,065 467 1,295 
改善率 96.0% 94.7% 94.7% 112.9% 121.0% 90.2% 113.9% 110.0% 93.9% 94.3% 106.9% 
従業員１人当たり付加価値（百万円） 
86－90 28.0 27.4 32.9 33.5 23.8 33.0 32.9 23.9 25.7 20.6 29.1 
91－95 34.6 30.9 42.4 40.8 29.6 46.3 38.5 28.6 34.7 22.8 35.8 
96－00 44.7 44.7 46.4 53.0 33.1 51.8 49.8 36.6 41.0 27.4 44.8 
改善率 159.7% 163.0% 140.9% 158.2% 139.2% 157.0% 151.1% 153.0% 159.6% 132.8% 153.9% 
（注）図表 3に同じ。 
 
図表 8 都銀各行の 1991-2000年度の収益安定性 
年  度 一勧 さくら 富士 東京三菱 あさひ 三和 住友 大和 東海 北拓 都銀合計 
平 均 171.6 155.6 182.9 185.8 153.0 199.5 194.3 148.5 166.1 137.4 174.0 
標 準 偏 差 22.75 17.61 17.37 18.11 9.63 18.14 19.05 12.06 15.08 13.87 13.94 
分 散 517.6 310.3 301.7 328.0 92.8 329.1 362.9 145.6 227.3 192.5 194.3 
最 小 149.8 131.1 161.8 163.4 138.4 179.1 164.1 134.4 131.5 127.0 153.4 








 (2) 各行の収益安定性 
 図表 8で，1991年度から 2000年度にかけての各都銀別の収益安定性がわかる。ここでも平
均で三和の 199.5 がトップである。194.3 の住友がこれに続いている。松村〔2002b〕でも述
べたように 1990 年度までの収益安定性は住友がトップであったが，三和がこれを上回るよう
になったことが分かる。91-2000年度の平均では，東京三菱と富士が 180台で２番手グループ
を形成し，170 台の一勧，160 台の東海，150 台のさくらとあさひ，それより下は大和と破綻
した北拓となっている。 
 ここで，注目しなければならないのは，この収益安定性が 1990 年度までの平均よりずいぶ







図表 9 付加価値対資産合計 
 76－80年度 81－85年度 86－90年度 91－95年度 96－00年度 
第 一 勧 業 銀 行 1.86% 1.43% 1.06% 1.17% 1.39% 
さ く ら 銀 行 1.69% 1.28% 1.13% 1.21% 1.44% 
富 士 銀 行 1.76% 1.44% 1.08% 1.27% 1.31% 
東 京 三 菱 銀 行 1.80% 1.35% 1.08% 1.21% 1.32% 
あ さ ひ 銀 行 1.89% 1.67% 1.37% 1.57% 1.41% 
三 和 銀 行 1.74% 1.42% 1.08% 1.27% 1.38% 
住 友 銀 行 1.68% 1.45% 1.14% 1.19% 1.32% 
大 和 銀 行 2.33% 1.89% 1.51% 1.53% 1.74% 
東 海 銀 行 1.80% 1.43% 1.00% 1.21% 1.33% 
北海道拓殖銀行 2.06% 1.67% 1.32% 1.29% 1.52% 
都 銀 合 計 1.81% 1.45% 1.12% 1.26% 1.39% 
（注）図表 3に同じ。 
 
立命館経営学（第 41巻 第 6号） 190 
(3) 各行のコア業務純益から利益の質を見る 





図表 10 各銀行のコア業務純益／付加価値 
年 度 一 勧 さくら 富 士 東京三菱 あ さひ 三 和 住 友 大 和 東 海 北 拓 都銀合計 
86－90 36.0% 29.3% 39.5% 37.1% 30.4% 42.9% 48.2% 64.3% 32.0% 22.1% 37.5% 
91－95 38.1% 28.6% 41.5% 44.0% 32.6% 47.6% 44.7% 62.1% 37.7% 20.6% 38.7% 
96－00 36.4% 35.7% 36.9% 42.0% 33.1% 42.5% 47.3% 39.3% 34.7% 20.1% 38.6% 
（注）図表 3に同じ。 
  
図表 11 従業員 1 人当たり付加価値（コア業務純益ベース，百万円） 
年 度 一 勧 さくら 富 士 東京三菱 あ さひ 三 和 住 友 大 和 東 海 北 拓 都銀合計 
86－90 27.7 26.2 32.3 31.3 23.0 32.2 33.3 31.3 26.6 20.0 28.7 
91－95 33.9 30.0 40.1 40.0 29.2 45.0 37.8 37.5 34.1 21.6 34.9 
96－00 41.6 42.6 43.3 50.7 32.3 48.2 48.2 38.0 38.3 23.6 42.4 
（注）図表 3に同じ。 
 














まっていることが分かる。図表 14は都銀 10行の総資産当期利益率と「益出し」率の 81年 3 
バブル崩壊後の日本の銀行の収益力分析（松村） 191 
図表 12 当期利益対資産合計 
 76－80年度 81－85年度 86－90年度 91－95年度 96－00年度 
第一勧業銀行 0.18% 0.18% 0.27% 0.07% -0.27% 
さ く ら 銀 行 0.18% 0.18% 0.23% -0.09% -0.16% 
富 士 銀 行 0.22% 0.25% 0.29% -0.12% -0.27% 
東京三菱銀行 0.24% 0.22% 0.28% 0.09% -0.23% 
あ さ ひ 銀 行 0.18% 0.16% 0.22% -0.02% -0.25% 
三 和 銀 行 0.21% 0.22% 0.29% -0.01% -0.30% 
住 友 銀 行 0.21% 0.29% 0.27% -0.06% -0.30% 
大 和 銀 行 0.22% 0.18% 0.24% -0.11% -0.18% 
東 海 銀 行 0.18% 0.18% 0.18% -0.18% -0.10% 
北海道拓殖銀行 0.19% 0.15% 0.16% -0.08% 0.06% 
都 銀 合 計 0.20% 0.21% 0.26% -0.04% -0.24% 
（注）図表 3に同じ。 
図表 13 有価証券売却による益出し状況 
 76－80年度 81－85年度 86－90年度 91－95年度 96－00年度 
第一勧業銀行 3.7% 1.7% 8.5% 9.1% 16.9% 
さ く ら 銀 行 4.9% 2.0% 8.5% 9.9% 19.2% 
富 士 銀 行 4.9% 2.2% 7.1% 8.4% 17.8% 
東京三菱銀行 4.6% 1.6% 7.9% 6.5% 17.8% 
あ さ ひ 銀 行 7.2% 2.5% 6.8% 10.9% 27.1% 
三 和 銀 行 5.0% 2.1% 6.6% 7.1% 19.6% 
住 友 銀 行 3.9% 1.6% 5.8% 6.4% 14.3% 
大 和 銀 行 11.1% 3.9% 5.3% 13.5% 25.9% 
東 海 銀 行 5.9% 2.0% 6.6% 11.8% 21.6% 
北海道拓殖銀行 5.0% 2.6% 5.7% 13.2% 30.6% 
都 銀 合 計 5.2% 2.0% 7.1% 8.8% 19.0% 
（注）図表 3に同じ。 
図表 14 都銀 10 行の利益率と益出しの相関 
決算年 総資産当期利益率 益出し比率 決算年 総資産当期利益率 益出し比率 
1981 0.17% 2.13% 1992 0.13% 4.33% 
1982 0.21% 2.03% 1993 0.08% 1.95% 
1983 0.19% 1.81% 1994 0.07% 9.35% 
1984 0.24% 1.86% 1995 -0.03% 14.33% 
1985 0.21% 2.23% 1996 -0.44% 14.28% 
1986 0.21% 2.23% 1997 -0.01% 14.61% 
1987 0.24% 3.78% 1998 -0.69% 18.29% 
1988 0.28% 8.93% 1999 -0.59% 15.38% 
1989 0.33% 10.34% 2000 0.14% 29.55% 
1990 0.25% 8.19% 2001 -0.04% 17.17% 
（注）図表 3に同じ。 
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月期から 01年 3月期の 21年間の数値である。それら数値の負の相関係数は極めて高い。とり









図表 15 1974-2000年度平均の収益安定性 
第一勧業銀行 152.8 三 和 銀 行 174.0 
さ く ら 銀 行 147.2 住 友 銀 行 177.9 
富 士 銀 行 166.6 大 和 銀 行 142.2 
東京三菱銀行 168.3 東 海 銀 行 148.3 
あ さ ひ 銀 行 142.5 北海道拓殖銀行 133.6 
  都 銀 合 計 158.4 
 






















図表 16 1996-2000年度平均の都銀の貸倒率 
第一勧業銀行 1.44％ 三 和 銀 行 1.07％ 
さ く ら 銀 行 1.18％ 住 友 銀 行 1.91％ 
富 士 銀 行 1.07％ 大 和 銀 行 1.77％ 
東京三菱銀行 1.27％ 東 海 銀 行 1.24％ 




































ほ銀行が 2000 年 7 月に出した「経営健全化のための計画」を開いてみるがよい。抽象的な文
章と必ずしも厳密とはいえないような数字の，あるいはつじつま合わせの数字の羅列に見える。 




 主体的戦略的な合併でなく，too big to fail，大きすぎてつぶせなくするための統合であると
いわれても仕方ないであろう。要は各行が主体的に選び取った戦略のもとに経営を進めていく
必要があるのであろう。 























経済新聞』1999年 3月 7日号）合併が銀行の主体的戦略的判断で行われたと言い難い。 
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図表 17 業務粗利益に占める各種利益の割合 
 
 76－80年度 81－85年度 86－90年度 91－95年度 96－00年度 
資 金 利 益 
 都銀８行平均 87.22% 79.36% 77.51% 83.12% 78.95% 
 標準偏差 2.46% 1.95% 3.97% 2.52% 5.09% 
役務取引等利益 
 都銀８行平均 8.69% 9.56% 10.47% 9.20% 10.16% 
 標準偏差 1.58% 1.08% 0.97% 1.75% 1.34% 
 


























  実際，2002年 3月決算の数値を見るとき，対総資産営業経費率は東京三菱 1.01％（前年は 0.86％），
三井住友 0.87％（同 0.79％），UFJ0.72％（同 0.49％），みずほ 0.90％（同 0.75％）と合併経費がかかっ
たり資産圧縮が進んだためもあろうが，経営効率化はこれからなのである（数値は各行決算短信による）。 
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